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公 委 内 規 1 0 号 

 

 （趣旨） 

第１条 この内規は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号。以下「風営適正化法」という。）、古物営業法（昭和２４年法律

第１０８号）、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号。以下「火取法」という。）、

質屋営業法（昭和２５年法律第１５８号）、銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法

律第６号。以下「銃刀法」という。）、警備業法（昭和４７年法律第１１７号）、探

偵業の業務の適正化に関する法律（平成１８年法律第６０号。以下「探偵業法」とい

う。）、犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成１９年法律第２２号。以下

「犯罪収益移転防止法」という。）、自転車の防犯登録を行う者の指定に関する規則

（平成６年国家公安委員会規則第１２号。以下「自転車防犯登録規則」という。）、

古物営業法施行規則（平成７年国家公安委員会規則第１０号）、行商従業者証等の

様式の承認に関する規程（平成７年国家公安委員会告示第７号。以下「行商従業者

証等様式承認規程」という。）又は金属くず類回収業に関する条例（昭和３２年山口

県条例第３２号。以下「金回条例」という。）に基づき、公安委員会が行う許可の取

消し、営業の廃止等の処分（以下「不利益処分」という。）について、当該業務を適

正に実施するため、被処分者に対する不利益処分の通知に用いる処分通知書等の様

式に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （許可の取消し） 

第２条 風営適正化法第８条（同法第３１条の２３において準用する場合を含む。）、

第２６条第１項若しくは第３１条の２５第１項の規定に基づき風俗営業若しくは特

定遊興飲食店営業の許可を取り消し、古物営業法第６条第１項若しくは第２４条第

１項の規定に基づき古物営業の許可を取り消し、質屋営業法第２５条の規定に基づ

き質屋営業の許可を取り消し、又は金回条例第２３条の規定に基づき金属くず類回

収業の許可を取り消すときは、処分通知書（別記第１号様式）により通知するもの

とする。 

２ 火取法第１７条第３項又は第２５条第３項の規定に基づき猟銃用火薬類等の譲

渡、譲受又は消費の許可を取り消すときは、処分通知書（別記第２号様式）により通

知するものとする。 

３ 銃刀法第１１条第１項から第６項までの規定に基づき銃砲若しくはクロスボウ

（以下「銃砲等」という。）又は刀剣類の所持の許可を取り消すときは、処分通知書

（別記第３号様式）により通知するものとする。 

 （認定の取消し） 

第３条 風営適正化法第１０条の２第６項（同法第３１条の２３において準用する場

合を含む。）の規定に基づき特例風俗営業者若しくは特例特定遊興飲食店営業者の

認定を取り消し、銃刀法第９条の５第３項、第９条の１０第３項又は第１１条の３

の規定に基づき射撃教習を受ける資格、射撃練習を受ける資格又は年少射撃資格の

認定を取り消し、又は警備業法第８条の規定に基づき警備業の認定を取り消すとき
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は、処分通知書（別記第４号様式）により通知するものとする。 

 （指示） 

第４条 風営適正化法第２５条、第２９条、第３１条の４第１項、第３１条の６第２

項第１号、第３１条の９第１項、第３１条の１１第２項第１号、第３１条の１４、第

３１条の１９第１項、第３１条の２１第２項第１号、第３１条の２４、第３４条第

１項又は第３５条の４第１項若しくは第４項第１号の規定に基づき風俗営業者、店

舗型性風俗特殊営業を営む者、無店舗型性風俗特殊営業を営む者、映像送信型性風

俗特殊営業を営む者、店舗型電話異性紹介営業を営む者、無店舗型電話異性紹介営

業を営む者、特定遊興飲食店営業を営む者、飲食店営業を営む者又は接客業務受託

営業を営む者に対し必要な指示をし、古物営業法第２３条の規定に基づき古物商又

は古物市場主に対し必要な指示をし、銃刀法第１０条の９の規定に基づき銃砲等若

しくは刀剣類の所持について許可を受けた者又は年少射撃資格者に対し必要な指示

をし、警備業法第４８条の規定に基づき警備業者に対し必要な指示をし、又は探偵

業法第１４条の規定に基づき探偵業者に対し必要な指示をするときは、指示書（別

記第５号様式）により通知するものとする。 

 （営業の停止） 

第５条 風営適正化法第２６条第１項若しくは第２項、第３０条第１項若しくは第３

項、第３１条の１５第１項、第３１条の２５第１項若しくは第２項、第３４条第２

項、第３５条又は第３５条の２の規定に基づき風俗営業、飲食店営業、店舗型性風

俗特殊営業、浴場業営業、興行場営業、旅館業、住宅宿泊事業、店舗型電話異性紹介

営業、特定遊興飲食店営業又は特定性風俗物品販売等営業の停止を命じ、古物営業

法第２４条の規定に基づき古物営業の停止を命じ、質屋営業法第２５条の規定に基

づき質屋営業の停止を命じ、警備業法第４９条第１項の規定に基づき警備業の営業

の停止を命じ、探偵業法第１５条第１項の規定に基づき探偵業の営業の停止を命じ、

又は金回条例第２３条の規定に基づき金属くず類回収業の停止を命ずるときは、処

分通知書（別記第６号様式）により通知するものとする。 

 （営業の廃止） 

第６条 風営適正化法第３０条第２項若しくは第３１条の１５第２項の規定に基づき

店舗型性風俗特殊営業若しくは店舗型電話異性紹介営業の廃止を命じ、警備業法第

４９条第２項の規定に基づき警備業法の営業の廃止を命じ、又は探偵業法第１５条

第２項の規定に基づき探偵業の営業の廃止を命ずるときは、処分通知書（別記第７

号様式）により通知するものとする。 

 （営業の禁止） 

第７条 風営適正化法第３１条の５、第３１条の６第２項第２号、第３１条の２０、

第３１条の２１第２項第２号又は第３５条の４第２項若しくは第４項第２号の規定

に基づき無店舗型性風俗特殊営業、無店舗型電話異性紹介営業又は接客業務受託営

業の禁止を命ずるときは、処分通知書（別記第８号様式）により通知するものとす

る。 

 （措置、改善、受診及び是正命令） 

第８条 風営適正化法第３１条の１０又は第３１条の１１第２項第２号の規定に基づ

き映像送信型性風俗特殊営業を営む者に対し１８歳未満の者を客としないために必

要な措置をとるべきことを命ずるときは、措置命令書（別記第９号様式）により通



知するものとする。 

２ 風営適正化法第３９条第３項の規定に基づき山口県風俗環境浄化協会に対し改善

に必要な措置をとるべきことを命ずるときは、改善命令書（別記第１０号様式）に

より通知するものとする。 

３ 銃刀法第９条の７第３項、第９条の１１第２項、第１０条の６第６項又は第１０

条の８第２項又は第１０条の８の２第２項の規定に基づき教習射撃場を管理する

者、練習射撃場を管理する者、許可に関る銃砲等を保管する者又は委託を受けて猟

銃若しくは空気銃（以下「猟銃等」という。）若しくはクロスボウを保管することを

業とする者に対し教習用備付け銃、練習用備付け銃、許可に係る銃砲等又は委託を

受けて保管する猟銃等若しくはクロスボウに係る保管の設備又は方法について改善

を命じ、その他危害予防上必要な措置をとるべきことを命ずるときは、保管改善命

令書（別記第１１号様式）により通知するものとする。 

４ 銃刀法第４条の３第２項又は第７条の３第３項の規定に基づき、認知機能検査を

受けた者で当該検査の結果が銃砲刀剣類所持等取締法施行規則（昭和３３年総理府

令第１６号）第１５条の基準に該当するものに対しその者が介護保険法（平成９年

法律第１２３号）第５条の２第１項に規定する認知症であるかどうかについて又は

第１２条の３の規定に基づき銃砲等若しくは刀剣類の所持の許可を受けた者に対し

許可の基準に適合しているかどうか若しくは年少射撃資格者が年少射撃資格の認定

の基準に適合しているかどうかを調査するため、指定する医師の診断を受けるべき

ことを命ずるときは、受診等命令書（別記第１１号様式の２）により通知するもの

とする。 

５ 犯罪収益移転防止法第１８条の規定に基づき特定事業者に対し違反を是正するた

め必要な措置をとるべきことを命ずるときは、是正命令書（別記第１１号様式の３）

により通知するものとする。 

 （指定の取消し） 

第９条 風営適正化法第３９条第４項の規定に基づき山口県風俗環境浄化協会の指定

を取り消し、又は自転車防犯登録規則第９条の規定に基づき登録業務を行う指定団

体の指定を取り消すときは、処分通知書（別記第１２号様式）により通知するもの

とする。 

 （承認の取消し） 

第 10 条 古物営業法施行規則第２９条第１項の規定に基づき盗品売買等防止団体に

係る承認を取り消し、又は行商従業者証等様式承認規程第７条の規定に基づき行商

従業者証等の様式の承認を取り消すときは、処分通知書（別記第１３号様式）によ

るものとする。 

 （資格者証の返納） 

第 11 条 警備業法第２２条第７項又は第４２条第３項の規定に基づき警備員指導教

育責任者資格者証又は機械警備業務管理者資格者証の返納を命ずるときは、処分通

知書（別記第１４号様式）により通知するものとする。 

 （所轄庁への通知） 

第 12 条 風営適正化法第４２条の規定に基づき所轄庁に処分の内容及び理由を通知

するときは、営業停止処分通知書（別記第１５号様式）により通知するものとする。 

 （受領書） 



第 13 条 第２条から前条までに規定する通知書を交付したときは、相手方から受領書

（別記第１６号様式）を徴収するものとする。 

 （不利益処分相当事案通報書） 

第 14 条 他の都道府県公安委員会において不利益処分を行う必要があると認めると

きは、不利益処分相当事案通報書（別記第１７号様式）により関係都道府県公安委

員会に通報するものとする。ただし、風営適正化法第３１条の６第１項、第３１条

の１１第１項、第３１条の２１第１項又は第３５条の４第３項の規定に基づき処分

移送通知書を送付する場合においては、この限りでない。 

 （弁明録取者の指名） 

第 15 条 聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第２

６号）第２１条第１項の規定に基づき弁明録取者を指名するときは、弁明録取者指

名書（別記第１８号様式）によるものとする。 

 

 


